
鹿児島働き方改革推進支援センター

同一労働同一賃金ガイドライン等の改正内容に
ついて（パートタイム・有期雇用労働法関連）

・令和８年６月作成



同一企業内における正社員と非正規雇用労働者との間の不合理な待遇の差をなくし、どのような雇用形態を選択しても
待遇に納得して働き続けられるようにすることで、多様で柔軟な働き方を「選択できる」ようにする。

同一労働同一賃金は、令和２年４月1日から施行（中小企業におけるパートタイム・有期雇用労働法の適用は令和３年４月1日）

派遣労働者については労働者派遣法において同様に規定

正社員・非正規雇用労働者の間の不合理な待遇差の解消（同一労働同一賃金）

同一企業内において、正社員とパート・有期雇用労働者との間で、基本給や賞与などのあらゆる待遇に
ついて、不合理な待遇差を設けることを禁止

裁判の際に判断基準となる「均衡待遇」(法第8条)、「均等待遇」 (法第9条)を規定

均衡待遇 ：待遇ごとに、その性質・目的に照らして、
①職務内容 ②職務内容・配置の変更範囲（人材活用の仕組み） ③その他の事情 のうち
適切と認められる事情を考慮して、不合理な待遇差を禁止

均等待遇 ：①職務内容 ②職務内容・配置の変更範囲（人材活用の仕組み）が同じ場合は、
パート・有期雇用労働者であることを理由とした差別的取扱いを禁止

※  「職務内容」とは、業務の内容＋責任の程度をいう。
※ 「その他の事情」として、職務の成果、能力、経験、労使交渉の経緯などが考慮され得る。

不合理な待遇差の禁止（パート・有期法第８条、第９条）

非正規雇用労働者は、「正社員との待遇差の内容や理由」などについて、事業主に説明を求めることができ、
事業主は、非正規雇用労働者から求めがあった場合は、説明をしなければならない。

労働者に対する待遇に関する説明義務（パート・有期法第14条第２項）
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パートタイム・有期雇用労働者に関するルールの変更点（令和８年 1 0月１日施行）
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• パートタイム・有期雇用労働者を雇い入れた時の労働条件明示事項として、新たに「待遇の

相違の内容・理由等に関する説明を求めることができる」旨を追加。（違反した者は10万円以下の

過料）

雇い入れ時の労働条件明示事項の追加（パート・有期法施行規則）

• 賞与、各種手当（退職手当、無事故手当、家族手当、住宅手当）、福利厚生（福利厚生施設、

病気休職・休暇、夏季冬季休暇、褒賞）に関する記載の充実・追加。

• 待遇全般に関する留意事項等を追加。

「同一労働同一賃金ガイドライン」の改正

• 福利厚生施設の利用に関する便宜の供与、待遇差についての説明の方法、正社員転換制度等

に関する情報の公表など、雇用管理の改善等に関する措置内容を追記。

雇用管理の改善等に関する措置内容の変更（雇用管理指針）

労働条件通知書の様式変更が必要！

賃金規定・休暇制度の点検を！

パートタイム労働者等の雇用管理を

改善して魅力ある職場に！



雇い入れ時の労働条件明示事項の追加（パート・有期法施行規則）
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パートタイム・有期雇用労働者を雇い入れた時の労働条件明示事項として、現行の明示事項に加

え、新たに「待遇の相違の内容・理由等に関する説明を求めることができる」旨の明示が必要と

なります（違反した場合は10万円以下の過料に処せられます）。

現行の
明示事項

新たな
明示事項

□昇給の有無

□退職手当の有無

□賞与の有無

□相談窓口

□待遇の相違等に関する説明を
求めることができる旨

労働条件明示事項

〈労働条件通知書の記載例〉

次の窓口に対して通常の労働者との間の待遇の相違（内容・理由）等について説明を求める
ことができる。

部署名 担当者職氏名 （連絡先 ）

※「通常の労働者」は自社における呼称（「正社員」等）に置き換えて記載することも可能です。

＜ モ デ ル 労 働 条 件 通 知 書 は こ ち ら ＞



「同一労働同一賃金ガイドライン」の改正①

裁判例を踏まえ、待遇（各種手当、福利厚生など）に関する原則となる考え方や具体例等が追加されました。

賞与・退職手当の目的には、労務の対価の後払い、功労報償等のさまざまな目的が含まれます。

これらの目的が妥当するにもかかわらず、パートタイム・有期雇用労働者に対し、正社員との

間の職務の内容等の違いに応じた均衡のとれた内容を支給しない場合、不合理と認められる可

能性があります。 【記載の充実（賞与）】【新規追加（退職手当）】

賞与・退職手当
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労働契約の更新を繰り返している等、相応に継続的な勤務が見込まれるパートタイム・有期雇

用労働者には、正社員と同一の家族手当を支給しなければなりません。

（注）配偶者の収入要件があるいわゆる「配偶者手当」については、特に女性の短時間労働者

の就業調整の要因となっていると指摘されていることから、各事業主において、労使の話し合

いによって、働き方に中立的な制度となるよう見直しを進めることが望まれます。

【新規追加】

家族手当



「同一労働同一賃金ガイドライン」の改正⑤

待遇（各種手当、福利厚生など）に共通する留意事項が追加されました。

正社員と定年後継続雇用の有期雇用労働者との間の待遇差が不合理と認められるか否かは、

それぞれの待遇の性質・目的に照らして判断されるものであるため、定年後継続雇用の有

期雇用労働者であることだけで、直ちに不合理ではないと認められるものではありません。

正社員とパートタイム・有期雇用労働者との不合理な待遇差を解消する際には、正社員の

労働条件を不利益に変更するのではなく、パートタイム・有期雇用労働者の労働条件の改

善が求められます。

定年後に継続雇用された有期雇用労働者

正社員の待遇引き下げによる待遇差の解消
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「同一労働同一賃金ガイドライン」の改正⑥

待遇（各種手当、福利厚生など）に共通する留意事項が追加されました。

無期雇用フルタイム労働者

いわゆる「正社員人材確保論」
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正社員とパートタイム・有期雇用労働者との間の待遇の違いの要因として、「正社員人材

の確保や定着を図る」等の目的があったとしても、待遇差が不合理と認められるか否かは、

その待遇の他の性質・目的に照らして判断されるものであり、「正社員人材の確保や定着

を図る」といった目的だけで直ちに不合理ではないと当然に認められるものではありませ

ん。

無期雇用フルタイム労働者は、パートタイム・有期雇用労働法が適用される対象ではあり

ませんが、労働契約は、均衡を考慮しつつ締結すべきものであり、この均衡の考慮に当

たっては、ガイドラインの趣旨を考慮すべきであることに留意する必要があります。



関連資料のご案内
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■令和８年改正に関する資料

■パートタイム・有期雇用労働法に関する相談先

厚生労働省ホームページにリーフレット・パンフレットやモデル労働条件通知書、

改正概要等を掲載しています。

全国の雇用環境・均等部（室）で相談を受け付けています。

それぞれの所在地、連絡先はこちら↓

https://www.mhlw.go.jp/content/000177581.pdf

・同一労働同一賃金特集ページ

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000144972.html

・同一労働同一賃金ガイドライン特設ページ

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000190591.html

・パートタイム労働者、有期雇用労働者の雇用管理の改善のために

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000046152.html



労務管理等の専門家が、同一労働同一賃金に向けた賃金規定の見直し、就業規則の作成方法、

助成金の活用等についてアドバイスを行っています。

全国47都道府県に設置されており、無料で活用することができます。

〇同一労働同一賃金にどう取り組めばいいのか

〇パートタイム・有期雇用労働法に沿った職場環境を整備したい

〇同一労働同一賃金の内容を反映した就業規則の作成の仕方を教えてほしい

〇同一労働同一賃金や正社員転換などの取組に対する助成金について知りたい

上記のようなパートタイム・有期雇用労働法や同一労働・

同一賃金などに関するお悩みを、ぜひセンターの専門家に

ご相談ください。

＜支援内容＞

〇社労士等の労務管理の専門家が会社までお伺いする
訪問相談サービス

〇来所による窓口相談や電話・メール等での相談対応

支援策 働き方改革推進支援センター
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鹿児島働き方改革推進支援センター 検索



支援策
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■多様な働き方の実現応援サイト

パートタイム・有期雇用労働法の解説動画や企業の取組事例を掲載しています。

また、自社の取組状況を点検できる「パートタイム・有期雇用労働法等対応状況

チェックツール」を掲載しており、待遇改善に向けてどのように取り組むべきか

確認することができます。

https://part-tanjikan.mhlw.go.jp/

■不合理な待遇差解消のための点検・検討マニュアル

基本給、賞与、各種手当、教育訓練、福利厚生について、点検・検討の手順を示して

います。

全業種共通の「業界共通編」のほか、パートタイム・有期雇用労働者の人数や割合が

高い業界の業界別マニュアルもあります。

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_03984.html


